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はじめに
民主政にとって政治的表現の自由は不可欠である。もっとも、無制約な表現の自
由が民主政のプロセスを却って傷つけるとの懸念もある。この懸念は、表現行為が
高額かつ影響力の強い放送メディアを通じて行われる場合に特に強くなる。例え
ば、テレビでの政治広告について何の規制も存在しない場合、テレビ広告枠を自由
に購入できる富裕な団体は、そうでない団体に比べて、テレビという強力な表現媒
体を通じて政治的見解を伝えるより多くの機会を獲得できるのであり、このことは
民主的プロセスにおける情報の偏在を生じ、結果的に民主的プロセスが歪められる
ことが懸念される(1)。そこで、民主的プロセスの清廉性を維持するために、放送
を利用した政治的表現に一定の制約を課すべきとの考え方が生じる。
本稿が注目するイギリスも、この考え方に依拠している。例えば貴族院は、以下
(1) T. Lewis & P. Cumper, “Balancing Freedom of Political Expression against
Equality of Political Opportunity: the Courts and the UK Broadcasting Ban on
Political Advertising” [2009] P.L. 89, pp.90-91.
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のように述べて放送による政治的表現の制約を認めたことがある。
「〔政治的表現は重要である。〕しかし他方で、とりわけ最も資力のある人々が、
最も強力で侵入的なコミュニケーション手段を通じて過度な影響力を行使する
のを防止するために、特別な制約を課す正当な民主的理由が存在しうる。」(2)
以上のような考え方から、イギリスは放送メディアによる政治広告を禁止してき
た。それは 1920年代から続くイギリスの伝統となっており、これまで多くの支持
を受けてきたとされる(3)。
ところが、近年のイギリスでは政治広告の禁止に対し批判が向けられている。特
に 1998年人権法（Human Rights Act 1998）が制定されて以降、放送による政
治広告の禁止がヨーロッパ人権条約（European Convention on Human Rights,
以下では「人権条約」とする）の保障する表現の自由（人権条約 10条）に違反し
ないかが活発に議論されるようになり、規制の条約適合性を争う訴訟も提起され
るようになった。これらの背景には、ヨーロッパ人権裁判所（European Court of
Human Rights,以下では「人権裁判所」とする）が、イギリス以外の国における
政治広告規制を人権条約 10条違反と判示したという事情もある。
そこで本稿は、放送による政治広告規制を巡る人権法制定以降のイギリスの動向
を、関連する国内裁判所及び人権裁判所の判決を素材として分析する。これによ
り、人権裁判所の判決がイギリスの政治広告規制にどのような影響を与えているの
か、それに対しイギリス（特に国内裁判所）はどのように対応しているのかを明ら
かにする。なお、放送による政治広告規制の問題を巡っては、イギリスと人権裁判
所の間で「対話」が生じたと見ることもでき、この問題はイギリスと人権裁判所の
関係を分析する上でも注目される。
本稿は、最初にイギリスにおける政治広告規制の仕組を概観し、次に放送による
(2) R (on the application of the Prolife Alliance) v. British Broadcasting Corporation
[2003] UKHL 23; [2004] 1 A.C.185 at [130] (Lord Walker).
(3) The Committee on Standards in Public Life, Fifth Report, The Funding of Political
Parties in the United Kingdom (Cm.4057- I , 1998) at [13.5]-[13.12]; Department
for Culture, Media and Sport, Party Political Broadcasting Public Consultation
(2004) p.5.
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政治広告規制の条約適合性について判示した人権裁判所の判決を確認する。その
後、イギリスの政治広告規制が人権条約 10条に違反しないかが争われたADI事件
について、国内裁判所と人権裁判所の判決を取り上げる。その上で、諸判決で示さ
れた規制目的や審査方法について簡単な整理と分析を行う。
1　通信法による政治広告規制
イギリスは放送による政治広告を伝統的に禁止してきた。政治広告の禁止は放
送メディア以外（新聞など）では見られないものであり、また、商業広告であれば
放送メディアを通じて行える。まさに放送による政治広告に独自の規制が設けら
れているのである。その歴史は 1920年代のラジオ放送の時代にまで遡り、現在の
規制は 2003年通信法（Communications Act 2003）で定められている(4)。
最初に通信法による政治広告規制の構造を確認しておく。まず、通信法 319条
は、放送の規制監督機関であるOfcom（Office of Communications）が、放送局
の遵守する放送基準を定めるよう規定している。この放送基準の目的の 1つに、テ
レビやラジオで政治広告が放送されないよう確保することがある（319条 2項 (g)）。
そして、321条 2項が、次の①～③のいずれかに該当する広告が政治広告として禁
止されると規定する。すなわち、①その目的が全体として又は主として「政治的性
質」を有している団体によりなされる広告又はそのような団体のためになされる広
告、②「政治的目的」の実現に向けられた広告、③労働争議（industrial dispute）
との関連性を有している広告である。さらに、321条 3項が「政治的性質」および
「政治的目的」について定義しており、それらは同項 (a)～(g)に掲げる事項を含む
と規定されている。列挙されている事項は以下の通りである。
(a)連合王国の内外を問わず、選挙又はレファレンダムの結果に影響を及ぼす
こと。
(4)通信法による政治広告規制の仕組については以下の文献を参照。H. Fenwick &
G. Phillipson, Media Freedom under the Human Rights Act (Oxford University
Press, 2006) pp.1015-1017. また、選挙時の放送に限定した論考ではあるが、小松浩
「『選挙の自由』と『選挙の公正』」吉田善明先生古稀記念論文集刊行委員会編『憲法諸相
と改憲論――吉田善明先生古稀記念論文集』（敬文堂、2007年）273-277頁、谷澤叙彦
「英国下院の選挙制度（五）」選挙時報 53巻 8=9号（2004年）14-19頁も参照。
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(b)連合王国の内外を問わず、法令の全部若しくは一部の変更をもたらすこと、
又はある国若しくはある領域（territory）の立法過程に影響を及ぼすこと。
(c)連合王国の内外を問わず、地方政府、地域政府又は国家政府の政策又は決
定に影響を及ぼすこと。
(d)連合王国又はその他の国若しくは連合王国外の領域の法令により又はそれ
に基づき公的職務を担っている者の政策又は決定に影響を及ぼすこと。
(e)国際協定により又はそれに基づき職務を担っている者の政策又は決定に影
響を及ぼすこと。
(f)連合王国で公の議論の対象になっている問題について世論に影響を及ぼす
こと。
(g)連合王国の内外を問わず、政治的目的のために組織された政党又はその他
の団体の利益を促進すること。
なお、通信法による政治広告の禁止には 2つの例外が認められている。第一が通
信法 333条の規定する政党政治放送（Party Political Broadcasts）である。これ
は政党に対し一定回数の放送時間を無償で割り当てるものである。第二は政党選挙
放送（Party Election Broadcasts）であり、政党政治放送の一種であるが、特に選
挙時に認められるものである。ただし、これらの放送が認められる政党は、選挙委
員会（Electoral Commission）に登録した政党に限られる。これらの放送の回数
や割当時間などに関する一般原則はOfcomの策定する規則で定められている(5)。
以上のような政治広告禁止の目的について、所管大臣であるTessa Jowell文化・メ
ディア・スポーツ大臣（Secretary of State for Culture, Media and Sport）(6)は
次のように説明している。
「政治的討論を歪める機会を強力な利益団体に与えないことにより、現在の禁
止措置は、公的及び民主的討論を保護すると共に、放送局の公平性を守ってい
(5) Ofcom rules on Party Political and Referendum Broadcasts (2017). 両放送の具体的
取扱いについては、各放送局と政党間の協議と慣行に委ねられている。なお、政党政治放送
および政党選挙放送については以下の文献も参照。I. White & O. Gay, “Party Political
Broadcasts”, House of Commons Library, SN/PC/03354 (2015).
(6)なお、同省は 2017年 7月 3日から「デジタル・文化・メディア・スポーツ省（Department
for Digital, Culture, Media and Sport）」に改称されている。
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る。」(7)
このような規制目的や政治広告の全面的禁止という規制構造は、イギリスで伝
統的に採用されてきたものである。それにも関わらず、通信法の制定過程では慎
重な審議が行われた。その最大の原因は、2001年 6月に下された人権裁判所のあ
る判決（後述のVgT判決）にあった。同判決で人権裁判所は、イギリスと同様に
政治広告を禁止していたスイスについて人権条約 10条の違反があると判示したの
である。このため、Jowell大臣は、通信法案の審議に際し、人権法 19条 1項 (b)
に基づき(8)、政府としては法案が人権条約に適合するとの表明は行えないが、そ
れにも関わらず庶民院が法案審議を進めるよう求めたのである(9)。また、通信法
の制定過程には多くの機関が関与し、政治広告の禁止についても意見を述べてい
る。例えば、当時のテレビ放送の監督機関である ITC（Independent Television
Commission）や選挙委員会が法案について見解を表明しており、いずれも政治広
告の禁止を支持している。この他、通信法草案に関する合同委員会の報告書(10)や
人権合同委員会の報告書(11)が公表され、法案に含まれる政治広告の禁止という基
本原理には同意を示しつつも、より条約適合的な手段（より制限的でない規制手
段）を採用できないか検討するよう政府に求めた。もっとも、政府はより制限的で
ない規制手段について検討したものの、実効的な方法は無いとの見解を示し、委員
会も政府の主張を容認している(12)。結局、政治広告規制に関しては特段の修正も
(7) Hansard, HC vol.395, col.788 (3 December 2002).
(8)人権法 19条 1項は「法案の所管国務大臣は、議会の両院のいずれかにおいて法案の第 2
読会の際に、以下の効果を発する表明を行わなければならない。 (a)当該大臣の見解で
は、法案の条項は条約上の権利と適合している（「適合表明」） (b)適合表明を行うことは
できないが、それにもかかわらず政府は法案が議会を通過することを希望している」と
規定する。なお、条文の翻訳は初宿正典＝辻村みよ子編『新解説世界憲法集〔第 4版〕』
（三省堂、2017年）39頁（江島晶子執筆）に依拠した。
(9) Hansard, HC vol.395, col.789 (3 December 2002).
(10) Joint Committee on the Draft Communications Bill, Draft Communications Bill
vol. I , Session 2001-02, HL Paper 169- I ; HC 876- I (2002) at [301].
(11) Joint Committee on Human Rights, Nineteenth Repot of Session 2001-02, HL
Paper 149; HC 1102 (2002) at [64]; First Report of Session 2002-03, HL Paper
24; HC 191 (2002) at [16].
(12)人権合同委員会は、政府は人権への尊重を欠いておらず、法案提出に際し政府がとっ
た行動も適当であったとする（Joint Committee on Human Rights, Fourth Report of
Session 2002-03, HL Paper 50; HC 397 (2003) at [41]）。
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なく 2003年 7月 17日に通信法は成立した。つまりイギリスは、人権裁判所の判
決を考慮しつつも、政治広告の禁止を維持することを選択したのである。
以上のような通信法の規制を整理すれば概ね次のようになる。第一に、規制の目
的は、富裕な団体が放送による政治的討論の場で資金力に基づく優位性を獲得でき
ないようにすることである。このことが民主的討論の歪みの防止に資すると考え
られている。
第二に、通信法による政治広告の規制は例外のない全面的な禁止である。このこ
とは、規制が適用される期間、主体、内容の各側面から窺い知ることができる。ま
ず期間については、通信法の規制は選挙期間中などの限られた期間にのみ適用され
るのではなく、恒常的に適用される規制となっている。次に主体については、政権
獲得を直接の目的とする政党による広告を禁止しているだけでなく、人権団体や環
境保護団体など政党以外の団体による政治広告も禁止している。また、政治的討論
を歪める危険があると想定される富裕な団体による広告を禁止しているだけでな
く、そのような可能性の無い小規模な団体による政治広告も禁止している。最後
に、規制される広告の内容については、政党や選挙に関する広告だけが禁止される
のではなく、「政治的性質」や「政治的目的」を有する広告が全て禁止されており、
しかもそれらは 321条 3項 (a)～(g)により広範に定義されている。
通信法による政治広告の規制に対しては、政治的表現の過度な制約であるとの批
判が多く向けられている(13)。とりわけ、政党以外の団体による広告も禁止対象と
している点は、政党以外の団体や社会における少数派の見解を政治的討論から排除
することになると批判されている。加えて、人権裁判所がスイスの政治広告規制を
人権条約 10条違反と判示した影響もあり、通信法による規制も人権条約に違反し
ないかが問題とされるようになった(14)。
(13) See, Fenwick & Phillipson, supra note 4, p.1017; S. Palmer, “The courts: Legal
challenges to political finance and election laws” in K. D. Ewing, J. Rowbottom
and JC. Tham (eds.), The Funding of Political Parties: Where now? (Routledge,
2012) p.176; C. Munro, “Time up for the ban?” (2007) 157 N.L.J. 886; E. Barendt,
Freedom of Speech (2nd ed., Oxford University Press, 2005) pp.445 and 484-486;
A. Scott, “ ‘A Monstrous and Unjustifiable Infringement’?: Political Expression and
the Broadcasting Ban on Advocacy Advertising” (2003) 66 M.L.R. 224, p.241.
(14)なお、通信法制定以前の事案であるが、Prolife Alliance判決でも放送による政治広告
規制と人権条約 10条の関係が問題となった（Prolife Alliance，supra note2）。本件で
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2　人権裁判所と政治広告規制
⑴ 人権裁判所の審査方法
本章では放送による政治広告の規制が問題となった人権裁判所の判決を取り上
げるが、その前に政治的表現の制約に対する人権裁判所の審査方法を簡単に確認し
ておく(15)。まず、人権条約 10条は以下のように規定する(16)。
1項 すべての者は、表現の自由についての権利を有する。この権利には、公
の機関による介入を受けることなく、かつ、国境とのかかわりなく、意
見を持つ自由ならびに情報および考えを受けおよび伝える自由を含む。
この条は、国が放送、テレビまたは映画の諸企業の許可制を要求するこ
とを妨げるものではない。
2項 前項の自由の行使については、義務および責任を伴うので、法律によっ
て定められた手続、条件、制限または刑罰であって、国の安全、領土保
全もしくは公共の安全のため、無秩序もしくは犯罪の防止のため、健康
もしくは道徳の保護のため、他者の名誉もしくは権利の保護のため、秘
密に受けた情報の暴露を防止するため、または、司法機関の権威および
は、2001年の総選挙で中絶反対を掲げる政党（Prolife Alliance）の政党選挙放送の内
容が、1990年放送法（Broadcasting Act 1990）6条 1項 (a)やBBCと政府の締結する
協定書（Agreement）で規定されている「品位基準（taste and decency）」に反すると
して、BBCを含む放送局が放送を拒否したことの違法性が問題となった。貴族院は、本
件における人権条約 10条は放送メディアへのアクセスが差別的、恣意的、不合理な理由
で拒否されない権利であるとした上で、放送局は品位基準を差別的に適用しておらず、
違法性はないと判示した。本判決については差し当たり次の文献を参照。E. Barendt,
“Free Speech and Abortion” [2003] P.L. 580.
(15)人権裁判所の審査方法については、浜田愛子「民主主義社会と政治家に対する批判的表現
の自由 (1)――風刺認定を通じた芸術的表現の保護から政治的表現の保護へのヨーロッパ
人権裁判所における展開」関西大学法学論集 67巻 1号（2017年）156-158頁、江島晶
子「ヨーロッパ人権裁判所の解釈の特徴」戸波江二＝北村泰三＝建石真公子＝小畑郁＝
江島晶子編『ヨーロッパ人権裁判所の判例』（信山社、2008年）28頁以下、同「多層的
人権保障システムにおけるグローバル・モデルとしての比例原則の可能性」長谷部恭男=
安西文雄=宍戸常寿=林知更編『現代立憲主義の諸相――高橋和之先生古稀記念　下巻』
（有斐閣、2013年）95-105頁、西片聡哉「表現の自由の制約に対する欧州人権裁判所の
統制」神戸法学年報 17号（2001年）223頁以下等参照。
(16)条文の翻訳は、戸波他編・同上 492頁（小畑郁訳）に依拠した。
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公平さを維持するため、民主的社会において必要なものを課すること
ができる。
このような表現の自由、とりわけ政治的表現は、人権裁判所により強く保障され
てきた。このことは、政治的表現の制約は厳格な審査に服すこと、また、政治的
表現を制約する際に締約国に認められる「評価の余地（margin of appreciation）」
が狭くなることを意味する(17)。そして、審査にあたっては、表現の制約が、①法
律によって規定されているか、②正当な目的を追求するものであるか、③民主的社
会において必要なものであるか、という 3点が審査される。③の審査では、比例原
則に基づく審査が行われ、㋐制約が急迫する社会的必要性に対応するものである
か、㋑制約が追求される目的と比例しているか、㋒国内当局によって提示された制
約の正当化論が「関連性があり十分であるか」という 3点が審査される。
以上を前提に、以下では放送による広告の規制に関する 3つの判決を取り上げ
る。これらの判決はイギリス国内の議論に多大な影響を及ぼしている。とりわけ、
イギリスの裁判所は人権裁判所の判決を「考慮」しなければならないため（人権法
2条）、国内裁判所に与える影響は大きい。
⑵ VgT判決
VgT Verein gegen Tierfabriken v. Switzerlandではスイスにおける政治広告の禁
止が問題となった(18)。動物保護団体であるVgT Verein gegen Tierfabriken(VgT)
は、精肉業者のテレビ広告に対抗するため、肉食を減らすよう呼びかけるテレビ
広告を Swiss Radio and Television Companyを通じて行おうとした。ところが、
広告の内容が連邦ラジオ及びテレビ法 18条 5項の禁止する「政治広告」に該当す
るとして放送は拒否された。そこでVgTは、広告放送の拒否が人権条約 10条に
(17)「評価の余地」とは、人権条約上の権利を制約する際に、いかなる制約を課すかについて
締約国に認められる裁量を意味する。「評価の余地」については、江島・戸波他編前掲注
(15)30頁、西片・前掲注 (15)231-233頁、門田孝「欧州人権条約と『評価の余地』の理
論」櫻井雅夫編『EU法・ヨーロッパ法の諸問題――石川明教授古稀記念論文集』（信山
社、2002年）251頁以下等参照。
(18) VgT Verein gegen Tierfabriken v. Switzerland, no.24699/94, judgment of 28 June
2001, ECHR 2001- VI .
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違反するとして人権裁判所に提訴した。人権裁判所は全員一致で本件放送拒否は
人権条約 10条に違反すると結論した。
人権裁判所は、本件放送拒否は法律の規定に基づくものであり [47](19)、放送拒
否は申立人の人権条約 10条に対する「公の機関による介入に等しい」とする [48]。
その上で、本件制約は法律で規定されており [58]、また、制約は正当な目的を追求
するものであるとした。正当な目的とは、強大な経済力を持つ団体の圧力から世論
形成を保護すること、社会を構成する諸勢力に等しい機会を提供すること、広告市
場の一部を新聞のために確保すること、富裕な団体が政治的優位性を得るのを防止
すること、放送局の独立性を確保すること、政治プロセスを不当な商業的影響力か
ら保護することなどである [60]-[62]。
そして、本件制約が民主的社会において必要かどうかの審査がなされる。まず、
本件広告は政治広告であり、「一般的利益に影響を与える議論への参加」が問題と
なっていることから、本件放送拒否についてスイスが有する評価の余地は減少する
とした [69]-[71]。
その上で、本件制約と目的の比例性を審査するにあたって、申立人（VgT）の
持つ表現の自由と国内当局の示した政治広告禁止の目的とのバランスが慎重に図
られねばならないとする [72]。まず、富裕な団体が広告の領域で競走上の優位性
を獲得しうること、それによって放送局への圧力を行使しうることは事実であり、
そのような状況は表現の自由の基本的役割を弱めることになるとする [73]。他方
で、スイスにおける政治広告の禁止はテレビが公衆に対して強い効果（浸透性と直
接性）を有していることを根拠に放送メディアにのみ適用されるが、人権裁判所
は、国内当局が放送メディアと非放送メディアを区別することには妥当な根拠があ
るとしつつも、「特定のメディアにのみ適用される政治広告の禁止」には特に差し
迫った性質があるとは思われないとする [74]。
さらに、申立人が放送局の独立性を危険にさらしたり、世論に不当に影響力を及
ぼしたり、機会の平等を危険にさらすような強大な経済力を持った団体であるかに
ついて議論されていないとする。実際のところ、申立人は「動物の保護と飼育に関
して、継続中の一般的議論に参加すること」を意図していたに過ぎないとする。人
権裁判所は、「一定の状況」においては政治広告の禁止が人権条約 10条と適合する
(19) [　]の数字は判決文のパラグラフ番号を指す（以下、同様）。
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場合もあると認める。しかし、本件においては、「政治広告の禁止を支持するのに
一般的に提示された根拠が、なぜ申立人の事案の具体的事情における介入を正当化
するのにも適していたのかについて、国内当局は『関連性があり十分』な方法で証
明しなかった」とする [75]。また、本件広告で用いられた画像や文言に問題があっ
たわけでもない [76]。さらに、申立人にはその見解を放送する他の方法が存在す
るとスイス政府は主張したが、人権裁判所はこれを退けた。なぜなら、申立人は
Swiss Radio and Television Companyを通じた広告放送が拒否されたのである
が、同社の番組はスイス全国に向けて放送している唯一のものであるため――同社
以外の放送局による番組はスイスの一部地域でしか視聴できない――、スイス全国
の公衆に情報を伝えるという申立人の目的を達成するには同社を利用するしか方
法がなかったからである [77]。
以上のことから、本件制約は民主的社会において必要なものとは言えず、人権条
約 10条に違反すると結論した。
本判決は、法律に基づく政治広告放送の拒否は政治的表現の制約であり、締約国
の有する評価の余地は狭くなるとした。そして、放送メディアに特殊な性質がある
ことや、富裕な団体が放送メディアで優位性を獲得しうることを認めつつも、放
送メディアにのみ適用される政治広告の禁止には差し迫った必要性がないとした。
また、本件では事案の具体的事実に着目し、政治広告放送の禁止が当該事案におい
て正当化されるかを判断するという審査がなされた。すなわち、VgTが民主政を
歪めるような富裕な団体であるか、また、本件制約がVgTに及ぼす影響力の程度
などを検討し、VgTはそのような危険のある団体に該当せず、また、本件制約は
VgTがスイス全国に向けて広告を放送する唯一の方法を奪っているなどと指摘し、
本件制約は正当化できないとしたのである。
以上のようなVgT判決は、類似する規制を持つイギリスに衝撃を与えることに
なった。なお、本判決後、VgTはほぼ同じ内容の広告を改めてテレビ放送しよう
としたが、またしても放送が拒否され、再び人権裁判所に提訴している(20)。その
結果、人権裁判所は人権条約 10条違反と判示した。
(20) Verein gegen Tierfabriken Schweiz (VgT) v. Switzerland (no.2) [GC], no.32772/02,
judgment of 30 June 2009, ECHR 2009- IV .
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⑶ Murphy判決
Murphy v. Irelandではアイルランドの広告規制が問題となった(21)。ただし、
本件で争われたのは政治広告の禁止ではなく、ラジオによる宗教的広告の禁止であ
る。しかも人権裁判所は、全員一致で本件制約は人権条約に違反しないと結論し
た。このように、放送による広告の禁止が争われながらも結論が異なるため、本判
決はVgT判決と対比される重要判決となっている。そこで、本判決もここで取り
上げる。事案は次のようなものである。宗教団体である Irish Faith Centre所属
の牧師であるRoy Murphyは、1995年のイースター・ウィークに合わせて宗教的
集会の開催を公衆に伝える放送をラジオで行おうとした。ところが、1988年ラジ
オ及びテレビ法 10条 3項が宗教的広告の放送を禁止していたことから、放送を実
施できなかった。そこでMurphyは、同法による禁止は人権条約 9条（信教の自
由）および 10条の侵害であるとして人権裁判所に提訴した。
人権裁判所は、本件ではMurphyの信教の告白が問題となっているのではなく、
表現手段の規制が問題になっているとして、人権条約 10条の違反があるかを検討
するとした。そして、本件では法律の適用の結果として広告放送が妨げられている
ので、明らかに申立人の表現の自由への介入があるとし、それは法律の規定に基づ
くものであるとした [61][62]。もっとも、本件制約の目的は、他者の宗教上の教義
及び信仰への尊重を確保することで、公共の秩序と安全、さらに他者の権利と自由
を保護することであり、これらは正当な目的であるとした [63][64]。
そこで、本件制約が民主的社会において必要かどうかが審査される。まず、本件
で認められる評価の余地について、「道徳あるいは特に宗教の領域における内心の
個人的信念を害しやすい問題と関連した表現の自由を規制するときは、締約国は、
一般的により広い評価の余地を利用できる」とする。すなわち、道徳や宗教に関
連する表現を規制する場合、政治的表現を規制するよりも広い評価の余地が認め
られるとした。そして、人権裁判所はこの点に基づき本件をVgT判決と区別した
[67]。また、表現媒体が持つ潜在的影響力は規制の比例性を評価する際の重要な考
慮要素であること、放送メディアは印刷メディアよりも直接的で強力な効果を有し
ていることを確認する [69]。
(21) Murphy v. Ireland, no.44179/98, judgment of 10 July 2003, ECHR 2003- IX .
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その上で、本件の問題は「特定の手段（放送メディア）を通じた表現（宗教的）
の特定のタイプ（広告）の禁止が、事案の特定の事情において正当に禁止されえる
か」であるとする [72]。この点、宗教問題がアイルランドにおいてセンシティブ
な問題であることを確認しつつ [73]、本件規制が放送による広告にのみ適用され
ること、従ってMurphyには宗教的表現をする他の方法（印刷メディアの利用な
ど）があることから、本件規制は限定的なものであるとする [74]。さらに、より制
限的でない規制の有無についても審査し、アイルランドにおける宗教問題というセ
ンシティブな性格の問題であることや、放送メディアの公平原理との関係を考慮す
ると、本件規制を全面的であれ部分的であれ緩和することは適切でないとするアイ
ルランド政府の主張は支持できるとする [76]。その理由として、第一に、事案ごと
に宗教的広告の放送の可否を決定するという規制方法は、公正性・客観性・一貫性
をもって適用することが困難であるから、全ての宗教団体の広告放送を禁止する方
が害悪は少ない [77]。第二に、限定的に広告放送を自由化しても支配的な宗教団
体に有利に作用する危険があり、それは放送における公平性の目的や、全ての宗
教に対し放送メディアにおける平等な場を確保するという目的と一致しない [78]。
さらに、宗教的広告の放送に関する立法の在り方についてヨーロッパ（締約国）に
コンセンサス（共通の判断基準）が存在しないこと [81]なども指摘する。
以上のことから、アイルランド政府は本件制約を正当化するのに「関連性があり
十分な」根拠を示しており、人権条約 10条の違反はないと結論した。
本判決では広告放送規制の領域でも広い評価の余地が与えられる場合があること
や、広告放送の全面的禁止であっても正当化される場合があることが認められた。
このため、通信法による規制を正当化するために本判決が援用されることもある。
⑷ TV Vest判決
TV Vest AS and Rogaland Pensjonistparti v. Norwayではノルウェーの政治
広告規制が問題となった(22)。ノルウェーの小政党であるRogaland Pensioners
Party (Pensioners Party)は、2003年の地方選挙に際し、同党の意義を訴えると
共に、同党への投票を呼びかける広告を放送局である TV Vestを通じてテレビ放送
(22) TV Vest AS and Rogaland Pensjonistparti v. Norway, no.21132/05, judgment of 11
December 2008, ECHR 2008- V .
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した。ところが、当該放送はテレビで政治的意見を放送することを禁止する 1992
年放送法 3-1条 3項に違反したとして、メディア庁（State Media Authority）が
TV Vestに罰金を科した。そこでTV Vest及びPensioners Partyは、広告放送に
罰金を科したことが人権条約 10条に違反すると主張して人権裁判所に提訴した。
なお、本件ではイギリス政府及びアイルランド政府が第三者参加手続（人権条約
36条 2項）を通じて意見を述べている [52]-[57]。特にイギリス政府は、放送が強
力なメディアであること、禁止がなければ富裕な主体によって政治的討論が歪めら
れる危険があることなどを主張している [54]。また、VgT判決は当該事案に限定
し、本件には適用しないか、あるいは本件ではVgT判決の理由付けから逸脱すべ
きと主張した。この点、政治広告放送の禁止が適用される団体について、資金力や
影響力などに応じて区別することはできないから、広告放送の全面的禁止を立法者
が採用することも許されるとし、VgT判決はこの点を誤解しているなどと批判し
ている [55](23)。
本件では表現の自由の制約があることや、制約が法律で規定されていること、そ
れが正当な目的を追求するものであることについては当事者が合意しているため、
争点は制約が民主的社会において必要かどうかであった [29]。人権裁判所は、表
現の自由の事案では評価の余地が狭くなること、放送メディアは印刷メディアより
も直接的で強力な効果を有していることを確認した [58]-[60]。
他方で、放送による政治広告規制の在り方についてはヨーロッパにコンセンサス
がなく、このことは「政治的言論の制約に関して通常与えられるよりも幾分広い評
価の余地」を認めることになるとする [67]。また、テレビによる表現は富裕な団体
が優位性を得ることなどにより政治的議論の質を低下させる可能性があると指摘
しつつ、議論の多元性や質をどのように実現するかを判断するのは議会がより適切
であるとする。その上で、ノルウェー政府の提示した規制の正当化根拠、すなわち、
①規制が最も強力なメディアであるテレビにのみ適用されること、②選挙運動費用
を抑えることにより献金者への依存を弱めたり、平等な選挙戦の場を確保すること、
③政治的討論の公正な枠組を確保したり、富裕な者が不当な優位性を獲得しないよ
(23)アイルランド政府は、Murphy判決に言及しつつ、政治広告と宗教的広告の区別は必ず
しも明確ではないとして、Murphy判決で承認された広い評価の余地を政治的表現の領
域にも適用すべきなどと主張している [53]。
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うにすることで民主的プロセスの清廉性を維持すること、④テレビ放送の政治的公
平性を維持すること、という根拠は規制と関連性があるとした [70]。
しかしながら、これらの根拠は規制を正当化するのに十分でないとする [71]。第
一に、Pensioners Partyが放送で不当な優位性を得るような富裕な団体であると
は証明されていない [72]。むしろ同党は規制が本来保護することを意図している
ような団体である。それにもかかわらず、本件規制は同党にとって不利な効果を持
つ。なぜなら、通常の報道番組でPensioners Partyが言及される機会は主要政党
よりも少ないため、同党にとって政治広告はテレビを通じて公衆に見解を伝える唯
一の方法であるにもかかわらず、政治広告の全面的禁止があることにより、結果と
して同党は主要政党よりも不利な立場に置かれているからでる。しかも、この差
はテレビ以外のメディアを利用しても埋め合わせできない [73]。さらに、本件広
告は政治的討論の質を低くするような要素を内包しているとの主張もされていな
い [74]。また、Murphy判決のようなセンシティブな問題を生じる広告でもない。
従って本件では、Murphy判決――ケース・バイ・ケースの判断が困難で、広告の
全面的禁止を容認する判決――とは異なり、ケース・バイ・ケースの判断が可能で
あるとする [75]。そして、このような事情においては、放送メディアが他のメディ
アよりも強い効力を有しているという事実は、本件制約を正当化するものではない
とする [76]。従って、放送による政治広告を全面的に禁止する以外の方法は存在し
ないとのノルウェー政府及びイギリス政府などの主張は採用できないとする [77]。
以上のことから、本件制約は目的と比例しておらず、人権条約 10条に違反する
と結論した。
本判決はVgT判決のアプローチを再確認するものとなった。すなわち、放送に
よる政治広告規制の領域では評価の余地は狭くなること（コンセンサス不在により
「幾分」広いとされたが）、また、事案における具体的事実に着目したケース・バ
イ・ケースの審査がなされることなどである。このため、本判決もイギリスにとっ
て厳しいものとなった。
⑸ 小括
人権裁判所は、政治広告放送の拒否や罰金の賦課は法律の規定に基づくものであ
り、それらは公の機関による政治的表現の制約であるとした。そして、放送メディ
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アには他のメディアと異なる特殊な性質があることを認めるが、政治的表現の制約
があることから評価の余地は狭くなるとした。また、審査では事案の具体的事実に
即して政治広告放送の禁止が正当化されるかを判断するというケース・バイ・ケー
スの方法がとられた。すなわち、放送による政治広告禁止の目的が富裕な団体によ
り民主的プロセスが歪められるのを防止することにあるから、広告主がそのような
危険のある団体か否かを検討し、そうでない団体の広告放送を禁止することは許さ
れないとしたのである。また、広告放送の禁止が申立人に及ぼす影響力も考慮して
おり、小規模な団体の広告放送を禁止することは当該団体にとって深刻な影響を及
ぼしているなどとした。
これに対し、Murphy判決では異なるアプローチがとられた。まず、道徳や宗
教に関連する表現を制約する場合には評価の余地が広くなるとして、政治的表現が
制約されたVgT判決と区別している。それでは、なぜ政治的表現の場合は評価の
余地が狭く、宗教的表現の場合は広くなるのか。この点、Andrew Geddisによれ
ば、人権裁判所は 2つの根拠に依拠しているという。第一が、民主的社会に貢献す
る程度の違いである。政治的表現が民主的社会に直接に資するのと異なり、宗教的
表現はもっぱら個人的利益に資するもので民主的社会への貢献度がやや低いとさ
れ、この点で人権裁判所は両者を区別しているとされる(24)。第二が、国家の意思
決定者との関係である。意思決定者は選挙で選ばれる立法者などであるが、彼らは
表現の規制者でもある。そして、意思決定者（規制者）は自己に不都合な政治的表
現を規制しようとする危険や、政治的表現から生じる害悪を過剰に評価する危険が
あるため、慎重な審査が必要となる。これに対し、宗教的表現が意思決定者の利害
と直接に結び付く可能性は低いとされ、この点で政治的表現と区別されているとい
う(25)。人権裁判所が依拠しているとされるこれらの区別には批判も向けられる
が(26)、いずれにせよMurphy判決は広い評価の余地を認めたのである。その上
で、Murphy判決は、ケース・バイ・ケースの適用を認める規制は公正性・客観
性・一貫性をもって適用することが困難であることや、規制を緩和すると強力な宗
(24) A. Geddis, “You Can’t Say “God” on the Radio: Freedom of Expression,
Religious Advertising and the Broadcast Media after Murphy v Ireland” [2004]
E.H.R.L.R. 181, pp.189-190.
(25) Ibid., p.191.
(26) Ibid., pp.190-191.
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教団体に有利となり宗教的広告の平等な場が害されることなどを挙げて、宗教的広
告放送の全面的禁止を正当化している。このためMurphy判決では、VgT判決と
異なり、制約が申立人に及ぼす影響力や、より制限的でない規制の有無は重視され
ていない。
以上のような人権裁判所の判例動向を踏まえれば、イギリスにおける通信法の規
制も再検討が必要であるとか、人権裁判所に提訴されれば人権条約違反と判示され
るだろうといった見解が現れるのは当然であるし(27)、イギリス国内で条約適合性
を争う訴訟が提起されるのも自然な流れであった。それが次にみるADI判決であ
る。
3　ADI判決
⑴ 事案
本章では通信法による政治広告規制の条約適合性が争われた ADI判決を取り
上げる。事案は次のようなものである。動物保護団体であるAnimal Defenders
International(ADI)は 2005年に動物園やサーカスでの霊長類の飼育・展示など
に反対するキャンペーン（My Mate’s a Primate）を開始し、その一環としてキャ
ンペーンへの支援を求める広告をテレビ放送しようとした。しかし、ADIは政治
的目的を有する団体に該当し、その広告を放送することは通信法 321条 2項に違
反するとして放送は許可されなかった。そこでADIは、通信法 319条および 321
条は人権条約 10条に違反するとの不適合宣言（人権法 4条）を求めて提訴した。
本件事案はVgT判決と類似しているため、通信法による規制が人権条約違反と
認定されるとの予測も少なからず存在した。ところが、国内裁判所は本件規制は人
権条約に違反しないと判示した。さらに驚くべきことに、人権裁判所も同様の結論
を下したのである。とりわけ、人権裁判所が示した理由付けは注目に値し、それは
(27) See, T. Lewis, “Reasserting the Primacy of Broadcast Political Speech after
Animal Defenders International?――Rogaland Pensioners Party v Norway” (2009)
1 Journal of Media Law 37, p.48; Fenwick & Phillipson, supra note 4, pp.1027-
1029; Palmer, supra note 13, p.183.
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表現の自由の争点における人権裁判所の「方向性の変化」を示すものと評されてい
る(28)。
⑵ 高等法院判決
最初に高等法院判決を見る(29)。高等法院（Auld LJ, Ouseley J）は、規制目的
については、富裕な団体が放送という影響力の強いメディアを利用して民主的プ
ロセスや放送メディアの公平性を歪めることの防止にあるとした [23]／ [89]。そ
こで、本件制約が民主的社会において必要かどうかが中心的問題となった。まず、
人権裁判所の先例、とりわけVgT判決の扱いが重要となるが、高等法院はVgT判
決に依拠するのを拒否した。この点、Auld LJは、VgT判決では当該事案への規
制の適用の条約適合性が争われ、当該事案の事実に焦点を当てた審査がなされた
が、本件では法律の規定それ自体の条約適合性が争われているのであり、VgT判
決の“fact-sensitive”な理由付けに依拠すべきでないとしている [30]。そして本
件では、人権裁判所のような狭い審査方法ではなく、より広い審査方法を採用する
とした [40]。
高等法院の採用する広い審査方法とは、本件規制を制定するにあたって議会が
「裁量」の範囲内で行動したかを審査するものである。まず、放送メディアの持つ
影響力を踏まえると、放送メディアと非放送メディアを区別したことは正しいとす
る [90]-[92]。
また、政治広告規制の在り方についてヨーロッパにはコンセンサスが無く、この
ことは締約国に広い評価の余地を与えているとする [73]。さらに、表現の自由と
民主的清廉性の調整を図るのは裁判所よりも議会の方が適切であり、このことも評
価の余地を広く認めることになるとする [76]。こうして、高等法院は議会の裁量
を広く認め、議会の判断に敬譲を示している。この点、Ouseley Jは、議会が本件
規制を慎重な検討をした上で制定したことや、反対もなしに議会で可決されたこ
と、民主的討論に放送が及ぼす影響力を評価するのは裁判所よりも議会の方が適切
であることなどを指摘して、民主的に選挙で選ばれた議会の判断が尊重されるとし
(28) J. Rowbottom, “Animal Defenders International: Speech, Spending and a Change
of Direction in Strasbourg” (2013) 5 Journal of Media Law 1, p.4.
(29) R (on the application of Animal Defenders International) v. Secretary of State for
Culture, Media and Sport [2006] EWHC 3069 (Admin); [2007] E.M.L.R. 158.
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ている [114]-[116]。
さらに、通信法の規制は広範ではあるが、それは放送メディアにのみ適用される
こと、また、政党選挙放送や政党政治放送という例外が存在することから、規制は
緩和されたものであるとする [77][78]／ [112]。また、選挙関連の言論とそれ以外
の言論とを明確に区別できないことや、規制を緩和するとその実効性が失われ却っ
て弊害が生じることを根拠に、規制が恒常的に適用されることも正当であるとする
[79]。同様に、規制対象を選挙期間中の政党だけに限定すべきという議論について
も、それは原理的な区別ではないとして退けている。なぜなら、選挙時以外になさ
れる政治広告の放送も選挙時の放送と同様に強い影響力があり、政党以外の富裕な
団体によって濫用される危険があるからである [80]／ [96]-[98]。そして、以上の
ような諸種の区別が困難であることは、政治広告放送の全面的禁止を正当化するこ
とになるとする [104]。
以上のことから、議会は本件規制を制定するにあたって裁量（評価の余地）の範
囲内で行動したのであり、不適合宣言を出す理由はないと結論する。
高等法院は、人権裁判所とは異なる審査をしている。すなわち、法律の規定が全
体として条約適合的かどうかを審査した(30)。この審査では、制約が申立人に及ぼ
す影響力などは重視されず、むしろ政治広告禁止を定める際に議会が裁量の範囲内
で行動したかが主たる問題となる。この点、民主的討論に放送が及ぼす影響力を評
価するのは裁判所よりも議会の方が適切であること、ヨーロッパには政治広告規制
の在り方についてコンセンサスが存在しないことなどから、議会に広い裁量が認め
られている。そして、規制が放送メディアにのみ適用されることや、規制が適用さ
れる期間や対象の区別が困難であることを踏まえると、政治広告放送を全面的に禁
止することも裁量の範囲内とされた。
⑶ 貴族院判決
高等法院からの飛躍上訴を受けた貴族院は、5人の裁判官（Lord Bingham, Lord
(30) T. Lewis, “Rights Lost in Translation? Fact-insensitive Laws, the Human Rights
Act and the United Kingdom’s Ban on Broadcast Political Advertising” [2007] E. H.
R. L. R. 663, pp.673-674. See also, J. Rowbottom, “The Ban on Political Advertising
and Art.10” [2007] Ent. L.R. 91, pp.92-93.
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Scott, Baroness Hale, Lord Carswell, Lord Neuberger）全員一致の判断で本件
制約は人権条約 10条に違反しないと結論した(31)。
指導的意見を記したLord Binghamは、本件規制が表現の自由を制約している
こと、その制約が法律に基づくものであること、制約は正当な目的を有しているこ
となどについては当事者が合意しているため、「唯一の争点は、制約が民主的社会
において必要かどうか」であるとする [26]。
Lord Binghamは表現の自由、とりわけ政治的表現が「真に民主的な政府の不可
欠の条件」であるとする [27]。しかし他方で、「議論の場は可能な限り同じ水準で
あるべきということも大いに望ましい」と述べ、政治的表現の領域においては平等
も重要であるとする。この平等な議論の場は、多様な見解が表明され、批判され、
弁明され、討論がなされることで実現するという。そして、放送局が中立的な立場
で番組を提供することがこの目的に資する。逆に言えば、もしも富裕な団体がテ
レビでの広告枠を無制限に購入できるとしたら、この目的は実現しない。この点、
Lord Binghamは、政治的目標が「公的議論で正しいと証明されたからではなく、
絶えることなく繰り返されることによって公衆がそれらを受容するよう条件付け
られたが故に、公衆によって受容されるようになる」という危険を指摘している
[28]。そして、以上の議論がVgT判決では十分に展開されていないとする。また、
VgT判決の事案は精肉業者による商業広告に対抗しようとした事案であったとする
[29]。こうした点から、Lord BinghamはVgT判決と本件を区別している(32)。
その上で、テレビやラジオには「より大きな直接性と影響力」があるため、政治
広告の全面的禁止がテレビとラジオにのみ適用されることには「急迫する社会的必
要性」があるとする [30]。より制限的でない規制手段については、抜け道の無い規
制手段を考案することは困難であるし、また、政府も議会も実効的な方法が見出せ
ないと判断したことなどを指摘し、詳細な検討は不要とする [31]。他方で、テレビ
(31) R (on the application of Animal Defenders International) v. Secretary of State for
Culture, Media and Sport [2008] UKHL 15; [2008] 1 A.C. 1312. なお、Lord Carswell
及びLord NeubergerはLord Binghamの意見に全面的に同調し、個別の意見を記して
いない。
(32)この点、Lord Scottも、人権裁判所の判決は事案の具体的事実に厳密に焦点を当ててい
るから、ある事案の結論を事実関係の異なる別の事案に適用することは危険とする [43]。
また、Baroness Haleも、本件とVgT判決とでは団体の性格は類似しているが、広告の
内容は異なっていると指摘する [52]。
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やラジオ以外の方法であればADIは自由に利用できるのであり、このことは「幾
分重要な要素」であるとも述べる [32]。
以上を踏まえつつ、Lord Binghamは本件では議会の判断にかなりの「重み
（weight）」が与えられるべきとして、議会の判断に敬譲を示している。その理由
として次の 3つを挙げる。第一に、民主政の清廉さを守るのに必要な措置について
は、民主的に選挙で選ばれた議員が特に敏感であること。第二に、放送による政治
広告の禁止が人権条約 10条に違反する可能性を考慮しつつも、人権法 19条 1項
(b)に基づき通信法を実施することを議会は決意したのであり、そのような議会の
判断は覆されるべきでないこと。第三に、法律は一般的ルール（general rule）を
定めるものであること。すなわち、一般的ルールは境界線を――禁止される事項と
許容される事項の間に――引くものであり、その線をどこに引くかは議会が決定す
ることを意味するから、そのルールが全体的に見て有益であるならば無効にすべき
でないとする [33]。
最後にLord Binghamは、政治広告規制の在り方についてヨーロッパにコンセ
ンサスが存在せず、このような場合には締約国に広い評価の余地が認められている
とする [35]。
以上のことから、本件制約は民主的社会において必要なものであり、条約と適合
していると結論する。
この他、Baroness Haleも、Lord Binghamの意見に同調しつつ本件制約は人
権条約 10条に違反しないとする。Baroness Haleは、民主政には「情報と思想の
自由な交換」が必要であるとしつつも、「我々の民主政は一人一票以上のものに基
礎づけられている。それは各人が等しい価値を有しているという見解に基礎付け
られている」と述べて平等の重要性を指摘する。また、「我々は、放送メディアへ
の無制約なアクセスが生じるであろう、より大きな歪みを避けることを望んでい
る」とも述べて、平等を確保するための放送メディアの制約を正当化する [48]。こ
うして、本件では「民主政における 2つの最も重要な構成要素、すなわち表現の自
由と有権者の平等（voter equality）の正しいバランスを図ること」が問題である
とする [49]。その上で、活動の動機や活動主体の資金源を問わず、同種の広告には
同じルールが適用されなければならないこと、自身が支持する主義と支持しない主
義を区別してはならないこと、小規模な団体と富裕な団体を区別することは現実的
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にはできないことを述べる [51]。さらに、議会と政府が慎重に検討した結果とし
てより制限的でない規制の採用が見送られたこと、また、本件規制は議会における
全ての党派の支持を受けたことを指摘して、裁判所がこれと異なる判断をすること
は困難とする [52]。
以上のように、貴族院は政治的平等を重視し、この議論がVgT判決では十分に
展開されていないことや、事案の違いなどを指摘してVgT判決に従うことを拒否
した。その上で、放送メディアが強い影響力を有していることや、政治広告放送規
制の在り方についてヨーロッパにコンセンサスが無いこと、民主政の清廉性を維持
する措置を定めるのは議会が最も適切であることなどを述べて、高等法院と同様に
議会への強い敬譲を示した(33)。
⑷ TV Vest判決の示唆
貴族院判決が下された後に、TV Vest判決が人権裁判所で下された。先述の通
り、TV Vest判決はVgT判決のアプローチを再確認したものであり、このことは
幾つかの点で貴族院判決やイギリス政府の主張を崩すと考えられた。例えば、放送
による政治広告規制の領域では評価の余地が狭くなることが再確認されたのであ
り、それに応じて議会に認められる裁量も限定されるはずであると指摘されてい
る(34)。つまり、貴族院が議会に強い敬譲を示したことが疑問視されるのである。
また、貴族院は政治的議論の平等な場を保護する必要性がVgT判決では十分に
展開されていないと批判した。しかし、TV Vest判決ではノルウェー政府もイギ
リス政府も平等な場を保護する必要性について十分な主張をしており（イギリス政
府はADI事件貴族院判決の複写も提出した）、それにもかかわらず、人権裁判所は
ノルウェーの政治広告規制を人権条約違反と結論したのである(35)。さらに、ADI
事件において、ADIは政党による選挙時の政治広告を規制することであれば人権条
約 10条の下でも許されると認めていた。ところが、TV Vest判決では、まさに政
(33)もっとも、貴族院は事案によっては不適合宣言が下される可能性を示唆している。例え
ば、Lord Scottは、動物園やサーカスの広告に対しADIが反論するための広告をする
場合であれば、通信法による規制を正当化することは困難としている [41]。また、Lord
Binghamも不適合宣言の可能性を示唆している [34]。もっとも、このような貴族院の
「示唆」には批判も向けられている（Lewis & Cumper, supra note 1, pp.109-110）。
(34) Lewis, supra note 27, pp.43-44.
(35) Ibid., p.42.
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党が投票を求める広告の規制が人権条約に違反すると判示された。これはVgT判
決の射程が政党による広告にまで拡大されたことを意味し、同判決は当該事案に限
定すべきとしたイギリス政府などの主張が否定されることになったのである(36)。
以上のように、TV Vest判決は貴族院判決やイギリス政府の主張を崩す内容と
なっている。そして、放送による政治広告の規制はVgT判決のアプローチで審査
することが改めて確認された。このため、人権裁判所に持ち込まれた通信法の規制
はVgT判決のアプローチで審査され、人権条約 10条違反と認定される可能性が強
まったと考えられたのである。
⑸ 人権裁判所大法廷判決
貴族院判決後、ADIは、通信法による政治広告の広範な禁止の結果として、テ
レビで広告放送する機会が不当に拒否されていると主張して人権裁判所に提訴し
た。人権裁判所大法廷は、通信法による政治広告の規制は人権条約 10条に違反し
ない結論した(37)。もっとも、本判決は 9対 8という僅差であった。以下では、多
数意見と 2つの反対意見を取り上げる。なお、本件では、申立人（ADI）の人権制
約が法律によって規定されていること、また、制約が放送の公平性や民主的プロセ
スを保護するという正当な目的を追求するものであることについては当事者の合
意があることから、制約が民主的社会において必要かどうかが争点となった [78]。
①多数意見
多数意見は、一般的原理として、表現の自由も制約を受ける場合があること、放
送メディアにおいては様々な見解が示されるという多元主義の原理が妥当するこ
とを確認する [100][101]。また、本件において締約国に与えられる評価の余地は
原理的には狭いとする [102]-[104]。そして、制約を正当化するために国内当局が
提示した根拠が関連性があり十分か、制約が急迫する社会的必要性に対応するもの
か、追求される正当な目的と比例しているかを審査するとした [105]。
以上の諸点についてはVgT判決と特段の違いはない。しかしながら、多数意見
(36) Ibid.
(37) Animal Defenders International v. the United Kingdom [GC], no.48876/08,
judgment of 22 April 2013, ECHR 2013- II .本判決にはBratza判事の同意意見と、本
文で取り上げる 2つの反対意見が付されている。
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はVgT判決とは異なる審査方法を採用している。それが「一般的措置（general
measure）」という類型を用いた審査である。「一般的措置」とは、「たとえ個別の
ハード・ケースを生じることがあるとしても、各事案の個別の事実を無視して、予
め定義された状況に適用される」措置を意味する。そして、本件では「選択された
一般的措置の範囲（breadth）」が争われているとする [106]。なお、このような一
般的措置の必要性は、これまでも社会経済政策や選挙法、宗教的広告の領域で考察
されてきたとする [107]。
本件では、このような一般的措置の比例性が審査される。まず、「一般的措置の
比例性を決定するために、当裁判所は、主としてそれの基礎にある立法上の選択
（legislative choices）を評価しなければならない」とする。そして、「措置の必要
性に関する議会および司法府による審査の質が、この点において特に重要である」
とする。また、「一般的措置が緩和された場合の濫用のリスクを考慮すること」も
必要とする。この点、ケース・バイ・ケースの検討を許す規制が不確実性、差別、
恣意性といったリスクを生じる可能性がある場合には、一般的措置の方が正当な目
的を達成するより相応しい手段であると見なされてきたとする [108]。さらに、一
般的措置の正当化論がより説得的であるほど、具体的事案における一般的措置の影
響力を人権裁判所が重視する度合いは減少するとする。そして、このような審査方
法は、VgT判決やMurphy判決、TV Vest判決に含まれる要素に依拠したもので
あるとする [109]。
このような審査では、より制限的でない規制が採用可能であったかとか、一般的
措置がなければ正当な目的が達成できないことを被告国が証明したかといったこ
とは重要でなく、一般的措置を採用するにあたって立法者が評価の余地の範囲内で
行動したかどうかが重要であるとする [110]。また、民主的プロセスは継続的なも
のであるから、それへの危険が生じるのは選挙期間中のような特定の期間に限定さ
れるわけではないとしつつ、民主的プロセスの問題を扱うのは国内の事情に精通し
た国内当局がより相応しいとする [111]。さらに、富裕な団体は政治広告の領域で
優位性を得ることが可能であり、それは自由で多元的な議論を弱める危険があると
して、放送による政治的表現を規制することは人権条約 10条 2項の下で許される
とする [112]。
以上の審査枠組を示した上で、具体的な審査がなされる。最初に、本件にとって
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「中心的な重要性」を持つ「一般的措置の必要性に関する議会および司法府の審査」
が検討される [113]。そして、1998年のニール委員会報告書、政府白書、通信法案
に関する各種委員会や専門機関の勧告、議会での審議について言及した上で(38)、
政治広告の禁止は、その文化的・政治的・法的側面について「特別な検討」を受け
て成立したものであり、また、立法過程に関与したあらゆる機関が禁止は必要であ
ると判断していたとする [114]。また、国内裁判所でも精緻な審査がなされ、人権
裁判所の先例を考慮しつつも本件制約は必要であると結論されたとする [115]。以
上を踏まえ、一般的措置は重要な公益に関する議論の歪みを防止し、それによって
民主的プロセスの脆弱化を防止するために必要であるとした議会と国内裁判所の
判断に「かなりの重み」を与えるとした [116]。
以上に加え、本件規制が政治広告にのみ適用されること、また、最も影響力があ
り高額なメディアであるテレビとラジオにのみ適用されることを指摘し、本件規制
は限定的なものであるとする [117]。さらに、申立人の主張に応答する形で多数意
見は次のように規制の正当化論を示す。第一に、放送メディアの「直接的で強力な
効果」を踏まえると、たとえインターネットなどの発達を考慮するとしても、放送
メディアにのみ独自の規制を課すことは許される [119]。第二に、放送メディアは
他のメディア以上の優位性があり、高額な費用を要するメディアである [120]。第
三に、政党政治放送および政党選挙放送という 2つの例外が認められており、民
主的プロセスの最も中心的な主体である政党について禁止を緩和していることは
――たとえADIがその恩恵を受けることがないとしても――、一般的措置の審査
をする際の重要な要素である [121]。第四に、より制限的でない規制手段には実効
性がないとイギリス政府が判断したことは合理的である(39) [122]。
さらに、放送による政治広告規制の在り方についてヨーロッパにコンセンサスが
存在せず、このことは通常与えられるよりも「幾分広い評価の余地」を与えるとす
る [123]。最後に、本件規制が申立人に及ぼす影響が、上述した一般的措置の正当
化論を上回るほどあるとは考えられないとする。この点、テレビやラジオ以外の方
(38)判決文の [37]-[54]では通信法が制定されるまでの過程が要約されている。
(39)例えば、広告への費用上限額を課すという規制は、富裕な団体が小規模な利益団体を複
数設立することで骨抜きにされてしまうと指摘する。また、広告主や広告内容に応じて
ケース・バイ・ケースで広告放送の可否を判断するような規制は、不確実性、差別、恣意
性といった問題を伴っていると指摘する [122]。
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法がADIに開かれていることが重要であるとする [124]。
以上により、多数意見は本件制約は人権条約 10条に違反しないと結論した。
②Ziemele, Sajo´, Kalaydjiyeva, Vucˇinic´及びDe Gaetanoの共同反対意見
Ziemele判事らの反対意見は、VgT判決の事案と比較するならば、多数意見の
ような「ダブル・スタンダード」は理解できないとする [1]。そして、本件では比
例性審査という十分に確立された審査方法を用いるべきとする [3]。このため、多
数意見が採用した一般的措置の審査に対しても、政治的表現の制約は「制限的措置
が一般的なものであることを理由に、より『正当化しうる』ものなのか」と疑問を
投げかける [4]。むしろ、「『一般的措置』から生じる制約は、それ自体では問題と
なっている表現に適用可能な通常の〔審査〕基準の適用から逸脱する理由とはなら
ない」ということを人権裁判所は繰り返し判示してきたとする [8]。また、「一般的
措置が議会によって公正かつ慎重な方法で制定されたという事実は、基本的人権の
保護に資する確立された基準を適用するという当裁判所に課せられた義務を変え
はしない」とする。もちろん、議会での議論が人権裁判所の審査で役立つ場合があ
ることは確かだが、本件では「過度の重要性」が一般的措置を生み出したプロセス
に与えられており、このことは「少なくとも実質的に、VgT判決を覆す」ことに
なっているとする [9]。
こうして、本件もVgT判決などと同様に厳密な比例性の審査に服すべきとする。
以上を踏まえて本件を見ると、申立人が放送メディアに影響力を行使できるよう
な強力な経済的・政治的団体であるとは証明されていないとする [11]。また、政
治広告の一般的禁止は人々に情報の授受を可能にさせるという国家の「積極的義
務」を想定しているが、本件のような人権制約の事案ではこの想定は不適切とする
[12]。さらに、①重大な公益に関する問題の放送を完全に禁止することは限度を超
えた過酷な制約である、②表現の自由は表現主体が何をどのような方法で表現する
のが最良であるかを理解しているとの想定に基づいている、③テレビやラジオが依
然として最も影響力のあるメディアであることを考慮すると、その他のメディアを
申立人が利用可能であるという想定は「幻想」に過ぎない、④申立人の政治的見解
が通常の番組で報道されるという想定も、番組が商業広告や編集や視聴率などの影
響を受ける以上、現実を無視しているなどと指摘する [13]。さらに、比例性審査は
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より制限的でない規制の有無を検討することを要求するが、他国の政治広告規制の
状況をも考慮すると、本件でより制限的でない規制手段が無視されているのは驚く
べきことであると批判する [14]。最後に、多数意見はヨーロッパでのコンセンサ
スの不存在を広い評価の余地を認める根拠としたが、仮にコンセンサスの不存在を
一定程度重視するとしても、そのことが確立された審査基準からの逸脱を正当化す
ることにはならないとする [15]。
③Tulkensの反対意見（Spielmann及びLaffranqueが同調）
本反対意見は、多数意見と同様に一般的措置による表現の自由の制約を認める。
しかし、その比例性を審査した結果、本件制約の必要性を否定している [5]-[9]。ま
ず、本件制約は広範なものであり、例外もなしに適用されることなどを指摘する
[12]-[14]。そして、特に重要なこととして、イギリスの立法者も裁判所も、このよ
うな「異常な射程」を持つ制約を正当化するのに十分な理由を提示していないとす
る。より正確に言えば、「より制限的でない解決策を否定するための説得力ある論
拠を提示しなかった」とする [16]。そして、本件規制を執行することが申立人に及
ぼす結果の重大性は、規制の正当化根拠よりも重大であるとする [18]。結論とし
て、国内当局が提示した制約の正当化根拠は不十分とする [20]。
以上のように、人権裁判所は通信法による規制は人権条約 10条に違反しないと
した。もっとも、本判決は 9対 8という僅差の判決であり、「一般的措置」という
類型を巡って多数意見と反対意見が対立した。多数意見は、ケース・バイ・ケース
の適用を許す規制に不確実性が伴う場合には、一般的措置の方がより適切な規制手
段であるとする。そして、一般的措置の比例性審査では、「措置の必要性に関する
議会および司法府による審査の質」が特に重視されると述べて、VgT判決の審査
方法を退けた。その上で、一般的措置に関する国内での議論を検討している。な
お、多数意見は議会での審議だけでなく、法案提出以前の議論や、裁判所、議会か
ら独立した機関（選挙委員会など）の見解にも言及しており、国内裁判所よりも
検討対象が広くなっている(40)。これらを検討した結果、国内で慎重な議論がなさ
(40)これは、議会（議員）が既存の制度に利害関係を持つ存在であることから、議会で規制
が支持されたことのみに依拠すべきでないと人権裁判所が判断したためと考えられる
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れ、いずれの機関も政治広告規制が必要であると判断したとする。こうして、本件
規制は評価の余地の範囲内で制定されたと結論する。このような一般的措置の審
査では、より制限的でない規制の有無や、規制が申立人に及ぼす影響力などは重視
されていない。
他方、Ziemele判事らの反対意見は、一般的措置という類型自体に批判を向け、
人権制約が一般的措置により生じているからといって確立された比例性審査を免除
する理由にはならないとし、VgT判決と同様の審査方法を適用すべきとした。この
立場からは、通信法による規制も人権条約 10条違反と結論される。また、Tulkens
の反対意見は、イギリス政府が一般的措置を正当化するための十分な根拠を示して
いないと判断して、多数意見と異なる結論を下した。
⑹ 小括
ADI事件では、国内裁判所も人権裁判所も通信法の規制は人権条約 10条に違反
しないとした。注目されるのは各裁判所の理由付けであり、国内裁判所も人権裁判
所（多数意見）もVgT判決の審査方法に依拠することなく、制約（法律そのもの）
が裁量又は評価の余地の範囲内で制定されたかに注目している。国内裁判所は、放
送メディアの特殊性や政治的表現の機会の平等を重視し、また、民主的清廉性を守
るために必要な措置については議会が最も適切な判断を下せるとして、議会に広い
裁量を認めた。また、人権裁判所多数意見は、一般的措置の比例性を審査するとい
う方法を用いた。それは国内での議論の「質」を検討し、国内で丁寧な議論が行わ
れたことが確認されれば一般的措置の比例性を認めるものであり、国内当局の判断
に強い敬譲を示すものと言える。いずれの審査方法も事案における具体的事実は
重視せず、より制限的でない規制の有無や制約が申立人に及ぼす影響力なども重視
されていない。
ADI判決は政治広告規制を巡る議論の現時点における到達点である。とりわけ、
人権裁判所の判決により通信法の規制がひとまず容認されたため、規制を支持する
論者からは、少なくとも結論部分については歓迎されている(41)。他方で、多数意
見の審査方法はVgT判決のそれとは明らかに異なっており、Ziemele判事らの反
（Rowbottom, supra note 28, p.9）。
(41) Ibid., p.13.
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対意見によれば、理解できない「ダブル・スタンダード」であり、それはVgT判
決を実質的に覆していると批判されている。
4　分析
以上の諸判決を踏まえ、以下では①規制目的、②規制手段、③審査方法の 3点を
中心に簡単な整理と分析を行う。
⑴ 規制目的
放送による政治広告を禁止する目的については様々なものが提示されているが、
敢えて単純化すれば 2つに整理できる。第一に、放送を通じた政治的表現の機会を
平等に確保することである（政治的平等の確保）。これは放送が高額な費用を要す
るメディアであることから、それを自由にすると富裕な団体しか利用できないとさ
れ、これにより生じる表現の機会の不平等を是正することが必要であるとする。第
二の目的は、放送が富裕な団体によって利用されることで民主的プロセスが歪むの
を防止することである（歪み防止）。これは富裕な団体が莫大な資金を投入するこ
とで放送の領域で優位性を獲得し、富裕な団体に有利な情報が溢れる危険があるこ
とから、このような情報の偏在を防止するために規制が必要とする。これら 2つの
目的は密接に結び付いており、両者を確保することで民主的プロセスの清廉性が維
持されると考えられている(42)。
さらに、これらの目的と関連して、放送メディアには他のメディアと異なる特殊
な性質があるとされている。すなわち、本稿で扱ったいずれの判決も、放送メディ
アには公衆に対する強い社会的影響力があるとしている。この点、放送メディアへ
の特別な規制が正当化される根拠について、①周波数の希少性、②放送の社会的影
響力、③Lee C. Bollingerの提唱する部分規制論などが示されてきたが(43)、国内
(42)学説では、政治的平等を重視する J. Rowbottomが政治広告放送の禁止を支持してい
る。See, J. Rowbottom, Democracy Distorted: Wealth, Influence and Democratic
Politics (Cambridge University Press, 2010) pp.202-205; Rowbottom, supra note
28, p.10.
(43)これらの規制正当化論には現在では批判も向けられている。See, Barendt, supra note
13, pp.445-448.
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裁判所や人権裁判所は主として②に依拠して規制を正当化していることになる。加
えて、放送メディアは他のメディアに比べて高額であることも度々指摘されている。
以上のような規制目的や放送メディアの特性については、国内裁判所も人権裁判
所も共通の理解を有しており、一貫して支持している(44)。従って、これらを根拠
に政治広告放送を規制することは認められている。
⑵ 規制手段
放送による政治広告をどのように規制するかについては、ヨーロッパにコンセ
ンサスが存在しないことが国内裁判所と人権裁判所の双方により確認されている。
しかし、何が適切な規制手段であるかについては議論されており、2つの見解が対
立している。すなわち、政治広告を全面的に禁止するか、より制限的でない規制に
するかである。表現の自由を強調する立場からは、全面的禁止は過度な規制である
と批判される。これは国内の学説から向けられる批判であり、ADI事件における
申立人の主張でもあった(45)。この立場は、より制限的でない規制を支持し、規制
対象を政党に限定したり、規制の適用期間を選挙期間に限定したり、政治広告への
支出額に上限を設けることなどにより、規制目的は達成できると主張する。
しかしながら、イギリス政府、議会、国内裁判所は、より制限的でない規制は原
理的でもなければ実効的でもないとして退けている。まず、政党とその他の団体を
区別することや、選挙期間とその他の期間を区別することは現実的には困難である
し、妥当でもないとされる。政党以外の団体も民主的プロセスの中で重要な役割を
果たしているし、民主的プロセスは継続的なものであって選挙期間に限定されるも
のではないからである。また、放送による政治広告への支出額に上限を設けるとい
う規制については、富裕な団体が類似の主張をする小規模な団体を複数設立すると
いう「抜け道」がありうる。これらのように、特定の団体や特定の期間にのみ適用
される規制では却って不十分な規制となり目的を達成できないと批判される。他
にも、事案に即して放送の可否を判断するという規制（ケース・バイ・ケースの適
用を認める規制）は、行政機関や裁判所によって恣意的に適用される危険があると
(44)ただし、ADI判決（人権裁判所）の Ziemele判事らの反対意見は歪み防止という議論に
懐疑的であるとの指摘もある（Rowbottom, supra note 28, pp.6-7）。
(45) Animal Defenders International, supra note 37, at [80]-[85].
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指摘される。以上のように、より制限的でない規制は困難とされている。
こうして、イギリスは全面的禁止という規制手段を一貫して維持している。この
点、全面的禁止が適用されるのは放送メディアのみであり、その他のメディアであ
れば自由に利用できることも指摘され、政治広告放送の全面的禁止は政治的表現の
完全な制約でないと主張されている。このような姿勢はVgT判決が登場した後で
も変わらない。これに対し人権裁判所は、宗教的広告については広告放送の全面的
禁止を支持し（Murphy判決）、政治広告については事案に即したより制限的でな
い規制を支持していたと言える（VgT判決）。しかしながら、イギリス政府や国内
裁判所の主張を受け入れたのか、ADI事件では政治広告放送についても全面的禁
止を支持するに至った。
⑶ 審査方法
放送による政治広告規制の条約適合性を審査する方法は、①事案の具体的事実に
即して政治広告の禁止が正当化できるかを判断するケース・バイ・ケースの方法、
②制約全体（法律そのもの）について審査する方法に区別できる。
まず、①の審査方法であるが、これはVgT判決やTV Vest判決、Ziemele判事
らの反対意見が用いた審査方法である。これは事案の具体的事実に注目し、事案に
おける申立人の性質や、制約が申立人に及ぼす影響力などを審査する。すなわち、
申立人が放送を通じて民主的プロセスを歪めるような団体であるかどうかや、政
治広告放送の禁止が申立人にとって深刻な影響を及ぼしていないかが検討される。
これらを通じて事案における制約の比例性が審査されるのである。しかしながら、
例えばどの程度の資金力や規模を有する団体であれば政治広告放送が許容又は禁
止されるのか、あるいは申立人にとってどの程度深刻な影響があれば制約が比例し
ていないと判断されるのか、これらについて人権裁判所は判断の指標を示していな
い。このため、ケース・バイ・ケースの審査方法には不確実性が伴い、裁判所によ
る恣意的な審査が行われるとの懸念もある。
これに対し国内裁判所は、人権裁判所の審査方法は過度に事案の事実を重視して
いるなどと批判して人権裁判所と異なる審査方法を採用している(46)。それが②の
(46) Animal Defenders International, supra note 29, at [69] (Auld LJ) and [118]-[122]
(Ouseley J); supra note 31, at [43] (Lord Scott) and [52] (Baroness Hale).
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審査方法であり、事案の具体的事実を考慮することなく、議会が規制を定める際に
裁量から逸脱していないかを審査する(47)。しかも、放送メディアの性質や、ヨー
ロッパでのコンセンサスの不存在、民主的プロセスの清廉性を維持するのに必要な
措置については議会が適切に判断できることなどを根拠に、議会の裁量を広く認め
ている。このため、議会がより制限的でない規制を採用しなかったことも裁量の
範囲内とされる。もっとも、このような審査方法にも批判は向けられる。例えば、
Lord Binghamは議会に敬譲を示す根拠の 1つとして、選挙で選ばれた議員が民
主政に必要な措置を決定するのに最も適していると述べたが、議員が選挙で選ばれ
る存在である以上、自分達に最も有利となる制度を選択する可能性に注意しなけれ
ばならない(48)。すなわち、イギリスの民主政にとって必要な規制ではなく、現職
議員にとって必要な規制が採用されているに過ぎない可能性を考慮しなくてはな
らない。このため、国内裁判所が議会に強い敬譲を示したことは疑問視される。ま
た、政治的表現の領域で評価の余地が狭くなるということは、それに対応して議会
の裁量も減少するはずであり、この点でも国内裁判所が議会に強い敬譲を示したこ
とは疑問視される(49)。
ADI事件における人権裁判所多数意見も②の審査方法を採用した。すなわち、一
般的措置に関する国内の議論の「質」を重視して制約の比例性を審査するものであ
る。この審査は、国内当局が示した一般的措置の正当化根拠が説得力のあるもので
あれば制約が申立人に及ぼす影響力を重視せず、また、より制限的でない規制の有
無も重視しない。その代わり、一般的措置について国内で丁寧な議論が行われたの
であれば一般的措置の比例性を肯定する。このような審査方法は国内当局に敬譲
を示すものと言える。
しかしながら、人権制約の比例性審査ではより制限的でない規制の有無が重要な
(47)ただし、貴族院は事案によっては不適合宣言が下される可能性を示唆しており（前掲・
注 (33)参照）、ある程度は事案の具体的事実を考慮する姿勢も見せている。
(48) Lewis & Cumper, supra note 1, p.101. See also, J. Rowbottom, “Political
Advertising and the Broadcast Media” (2008) 67 Cambridge Law Journal 450,
p.452. なお、LewisとCumperは、Lord Binghmaが提示した第二、第三の根拠に
ついても批判している（Lewis & Cumper, ibid., pp.101-106）。
(49) Lewis, supra note 27, pp.43-44; T. Lewis, “Political Advertising and the
Communications Act 2003: Tailored Suit or Old Blanket?” [2005] E.H.R.L.R. 290,
pp.298-299.
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考慮要素とされており、一般的措置の比例性審査でこの点が軽視されていることは
批判されている(50)。また、国内で丁寧な議論が行われれば、なぜ広範な人権制約
であっても正当化されるのかは明らかでない。そもそも人権裁判所が締約国内の
行政部門や立法部門などでの議論の「質」を審査する適切な能力を有しているのか
疑問視されるし(51)、人権裁判所がどのような基準で国内の議論の「質」を審査し
ているのかも不明確である(52)。さらに、このような審査方法によれば、議会（国
内）で丁寧な議論を行いさえすれば締約国は広範な人権制約をすることが可能とな
り、しかも人権裁判所の厳格な審査も免れることができるとの懸念が生じ(53)、こ
のような審査方法では人権保障が弱まるのではないかと危惧される(54)。これら
の他、一般的措置の比例性審査という方法は、これまで表現の自由の領域、とり
わけ政治広告放送規制の領域で言及されたことがなく、VgT判決などとの整合性
も不明確である(55)。この点、多数意見は、一般的措置の審査方法はVgT判決や
(50) T. Lewis, “Animal Defenders International v United Kingdom: Sensible Dialogue
or a Bad Case of Strasbourg Jitters?” (2014) 77 M.L.R. 460, p.468; E. Brems &
L. Lavrysen, “‘Don’t Use a Sledgehammer to Crack a Nut’: Less Restrictive Means
in the Case Law of the European Court of Human Rights” (2015) 15 Human Rights
Law Review 139, p.168.
(51) P. Popelier & C. Van de Heyning, “Subsidiarity Post-Brighton: Procedural
Rationality as Answer?” (2017) 30 Leiden Journal of International Law 5, p.21.
(52)もっとも、先例を分析することで、人権裁判所が国内審議をどのように考慮している
のかある程度明らかにすることも可能である。See, ibid., pp.13-20; M. Saul, “The
European Court of Human Rights’ Margin of Appreciation and the Processes of
National Parliaments” (2015) 15 Human Rights Law Review 745.
(53) Lewis, supra note 50, pp.468-469.
(54) Ibid., p.467. もっとも、国内審議を重視する審査方法が常に締約国に有利となるわけで
はない。実際、受刑者の選挙権の一律剥奪が人権条約第1議定書 3条に違反しないかが争
われたHirst判決では、国内での議論を審査した上で、同条違反の結論が下されたのであ
る（Hirst v. the United Kingdom (no.2) [GC], no.74025/01, judgment of 6 October
2005, ECHR 2005- IX）。なお、Hirst判決については以下の文献を参照。河合正雄「受
刑者の選挙権から見たヨーロッパ人権裁判所とイギリス」倉持孝司=松井幸夫=元山健編
著『憲法の「現代化」――ウェストミンスター型憲法の変動』（敬文堂、2016年）375
頁以下、同「受刑者の選挙権保障――2000年代のイギリスの動向を素材として」早稲田
法学会誌 62巻 2号（2012年）45頁以下、三宅孝之「イギリスにおける受刑者の選挙権
――ヨーロッパ人権裁判所判決と改正法案」島大法学 58巻 4号（2015年）67頁以下。
(55)多数意見によるVgT判決などの扱いには不明確さがあると指摘されている（Lewis, ibid.,
p.472）。他方、Bratza判事の同意意見は、VgT判決は具体的事案における禁止措置の
適用の比例性を審査したものであるとして、事案を区別している（Animal Defenders
International, supra note 37, concurring opinion of Judge Bratza at [7]）。
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Murphy判決、TV Vest判決に依拠していると説明しているが、実際には各判決
の具体的なパラグラフ番号を引用していないため、各判決のどの部分に依拠してい
るのか明らかでない(56)。
このように、一般的措置の審査方法には多くの批判が向けられている。しかし他
方で、国内における議論の「質」を重視する審査は、締約国が人権制約をする際に
国内で丁寧な議論をするよう促すことにより、国内レベルでの人権保障の強化を促
進する利点もあると指摘されている(57)。
⑷ イギリスと人権裁判所の「対話」？
以上を踏まえると、政治広告放送の規制を巡ってイギリスと人権裁判所の間に
「対話」が成立していたと見ることができる。すなわち、伝統的に政治広告放送を
禁止してきたイギリスに対し、VgT判決以降の人権裁判所が疑問を提起した。人
権裁判所は、放送メディアについても政治的表現の自由を重視し、事案の具体的事
実に即したケース・バイ・ケースの審査をすることで、事案によっては政治広告禁
止の例外を認めるべきとしたのである。しかしながら、人権裁判所の判例を考慮し
つつも、イギリスはこれを拒否し、むしろVgT判決の問題点を指摘したり、より
制限的でない規制は実効的でないとか、民主的清廉性のために何が必要かの判断は
議会が適切に下せるなどと反論した。そして、イギリスの批判に応答する形で、人
権裁判所はADI事件において新たな審査方法を採用したと見ることができるので
ある。それが一般的措置の審査であり、事案の具体的事実を考慮することなく、国
内の議論の「質」を重視することで国内当局への敬譲を示すものであった。結果と
して、通信法による政治広告の全面的禁止は人権条約に違反しないと結論された。
もっとも、人権裁判所が新たな審査方法を採用したのは、「対話」の結果というよ
りも、人権裁判所がイギリスに「譲歩」したに過ぎないという見方もできる(58)。
近年のイギリスは、国内で民主的になされた決定が人権裁判所によって覆されるこ
(56) Lewis, ibid., pp.471-472.
(57) Popelier & Heyning, supra note 51, pp.11-12.
(58) Lewis, supra note 50, p.474; Rowbottom, supra note 28, p.13; Popelier & Heyning,
ibid., pp.21-23; F. de Londras & K. Dzehtsiarou,“Managing Judicial Innovation in
the European Court of Human Rights” (2015) 15 Human Rights Law Review 523,
p.538.
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とに強い不満を抱いており(59)、仮にイギリスの伝統たる政治広告規制が人権条約
違反と判示されたならば、人権裁判所への反発がより強まったことは疑いない。こ
のため、人権裁判所はイギリスからの更なる反発を恐れて国内当局に敬譲を示す審
査方法を採用したに過ぎないとも考えられるのである(60)。
おわりに
政治的表現の自由と民主的プロセスの清廉性のバランスをどのように図るかは
難問である。この点、イギリスは伝統的に政治広告の全面的禁止という方法を採用
してきた。すなわち、放送が高額で影響力の強いメディアであり、それを自由にす
ると民主的プロセスが歪められる危険が強いとの判断から、放送メディアによる政
治広告を全面的に禁止してきたのである。他方で、放送以外のメディアの利用は自
由とすることで政治的表現にも配慮を見せている。そして、両者のバランスを図る
のは議会こそが最も適切であるとされてきた。
VgT判決が下されたことにより、この伝統は揺らぐかに思われた。人権裁判所
の判決に直面し、イギリスは政治広告放送禁止の再考を迫られたのである。しかし
ながら、イギリスはVgT判決を拒否した。議会、政府、そして裁判所も、人権裁
判所の判例を考慮しつつも慎重に検討した上でイギリスの伝統を維持する選択を
したのである。特に国内裁判所は、人権裁判所判例の問題点を指摘することで、人
権裁判所に審査方法の再考を促すことになった。このようなイギリスとの「対話」
の結果、人権裁判所は一般的措置の審査という、それまでの政治広告放送の事案と
(59)江島晶子「イギリス憲法の『現代化』とヨーロッパ人権条約――多層的人権保障システム
の観点から」倉持他編・前掲書注 (54)306-309頁、同「ヨーロッパ人権裁判所と国内裁
判所の『対話』？――Grand Chamber Judgement of Al-Khawaja and Tahery v the
United Kingdom」坂本茂樹=薬師寺公夫編『普遍的国際社会への法の挑戦――芦田健太
郎先生古稀記念』（信山社、2013年）91-95頁参照。
(60)この他、人権裁判所が国内の議論に注目するようになったのは、ブライトン宣言とその
後の第 15議定書（補完性の原則及び評価の余地の条約前文への明文化）の採択を踏ま
え、人権裁判所が補完性の原則により適合する審査方法を発展させようと試みている
ことの一環であると理解することもできる（R. Spano, “Universality or Diversity of
Human Rights?: Strasbourg in the Age of Subsidiarity” (2014) 14 Human Rights
Law Review 487, p.498; Popelier & Heyning, supra note 51, p.19）。
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は異なる審査方法を採用するに至り、イギリスの判断に強い敬譲を示すことになっ
た。もっとも、これは「対話」の結果ではなく、人権裁判所がイギリスの反発を恐
れ、イギリスに「譲歩」したに過ぎないと見ることもできる。
いずれにせよ、ADI判決によって通信法の規制はひとまず存続することになっ
た。しかしながら、政治広告放送規制の領域で一般的措置の審査が今後定着するか
は依然として不透明であるし、また、ADI判決が下されたからといってイギリス
国内の人権団体や環境保護団体などが納得するとは考え難く、今後も政治広告規制
を巡る議論は継続すると考えられる。そのときADI判決の存在がどのように影響
してくるのか、引き続き今後の動向が注目される。
（明治大学法学部助教）
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